
※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 「働く貧困層」の環境改善・就労支援事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 一般財団法人 大阪労働協会

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 ・定款 ・第15条

公募申請時に提出 ・定款 ・第16条

公募申請時に提出 ・定款 ・第16条

公募申請時に提出 ・定款 ・第16条2項

公募申請時に提出 ・定款 ・第14条

公募申請時に提出 ・定款 ・第17条

公募申請時に提出 ・定款 ・第20条

公募申請時に提出 ・定款 ・第17条2項

. . .

公募申請時に提出 ・定款 ・第22条３項

公募申請時に提出 ・定款 ・第22条3項

. . .

公募申請時に提出 ・定款 ・第32条

公募申請時に提出 ・定款 ・第32条

公募申請時に提出 ・定款 ・第31条

公募申請時に提出 ・定款 ・第32条

公募申請時に提出 ・定款 ・第31条

公募申請時に提出 ・定款 ・第34条

公募申請時に提出 ・定款 ・第37条

公募申請時に提出 ・定款 ・第34条

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 ・定款 ・第23条

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 ・定款 ・第24条

⚫ 役員及び評議 . . .

公募申請時に提出
・定款
・役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程

・第12条、第27条
・第3条

公募申請時に提出
・定款
・役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程

・第12条、第27条
・第4条

⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 ・個人情報保護規定 ・第1条

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

公募申請時に提出
・個人情報保護規定
・特定個人情報等取扱規程

－

⚫ 理事会の構成に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。

規程類必須項目確認書

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎後日提出する規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いします。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

規程類に含める必須項目

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の
３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

定款
（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

倫理規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額 役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関
する規程（２）報酬の支払い方法



⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 ・処務規定 ・第3条及び別表1

公募申請時に提出 ・処務規定 ・第3条

公募申請時に提出 ・処務規定 ・第5条

公募申請時に提出 ・事務決裁規程、・事務決裁規程別紙 －

⚫ 職員の給与等に . . .

公募申請時に提出
・職員給料・手当等に関する規程
・嘱託員の賃金に関する規程
・常勤職員賞与支給基準

・第10条～15条
・11条～13条、
・1条

公募申請時に提出
・職員給料・手当等に関する規程
・嘱託員の賃金に関する規程
・常勤職員賞与支給基準

・第10条～15条
・第9条、10条、第17条～19条
・第1条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 ・事務決裁規程、・事務決裁規程別紙 －

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 内定後1週間以内に提出

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

内定後1週間以内に提出

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 ・経理規程 ・第6条

公募申請時に提出 ・経理規程 ・第11条

公募申請時に提出 ・経理規程 ・第6条2項

公募申請時に提出 ・経理規程 ・第8条、第10条

公募申請時に提出 ・経理規程 ・第25条

公募申請時に提出 ・経理規程 ・第14条～第19条

公募申請時に提出 ・経理規程 ・第20条～第22条

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特
別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（４）緊急事態対応の手順

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）基本給、手当、賞与等

給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算
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一般財団法人大阪労働協会定款 
 

第１章 総則 

 

（名称） 

第1条 この法人は、一般財団法人大阪労働協会と称する。 

 

（事務所） 

第2条 この法人は、主たる事務所を大阪市に置く。 

 

第 2 章 目的及び事業 

 

（目的） 

第 3条 この法人は、労働者の地位、人格の向上を図り労働組合の健全なる発展と民主

的な労使関係の確立を助長することを目的とする。 

 

（事業） 

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（1）健全なる労働組合の育成に関する事業 

（2）前条の目的に添う事業の受託管理運営並びに附帯業務 

（3）労働に関する教育並びに指導相談に関する事業 

（4）労働条件の改善に関する研究及び資料の蒐集 

（5）民主的労使関係の樹立に関する調査、研究等の事業 

（6）労働者の福祉厚生及び文化教養に関する事業 

（7）厚生労働大臣の許可を得て行う職業紹介事業 

（8）厚生労働大臣の許可を得て行う労働者派遣事業 

（9）その他この法人の目的達成に必要な事業 

 

第3章 資産及び会計 

 

（基本財産） 

第5条 この法人の目的である事業を行うために不可欠な別表の財産は、この法人の基

本財産とする。 
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2 基本財産は、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意をもって管理し

なければならず、やむを得ない理由により基本財産の一部を処分しようとするとき及

び基本財産から除外しようとするときは、評議員会の承認を得なければならない。 

 

（事業年度） 

第6条 この法人の事業年度は、毎年4月1日に始まり翌年3月31日に終わる。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第7条 この法人の事業計画書及び収支予算書については、毎事業年度開始の日の前日

までに、理事長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更する場

合も、同様とする。 

2 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置

くものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第8条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書

類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

(1)事業報告 

(2)事業報告の附属明細書 

(3)貸借対照表 

(4)損益計算書（正味財産増減計算書） 

(5)貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

2 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第3号及び第4号の書類については、定時

評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類につい

ては、承認を受けなければならない。 

3 第１項の書類のほか、監査報告を主たる事務所に 5 年間備え置くとともに、定款を

主たる事務所に備え置くものとする。 

 

第 4 章 評議員 

 

（評議員の定数） 

第 9条 この法人に評議員 3名以上 7名以内を置く。 
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（評議員の選任及び解任） 

第 10条  評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 179

条から 195 条の規定に従い、評議員会において行う。 

2 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

 (1) 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の 3

分の 1を超えないものであること。 

  イ 当該評議員及びその配偶者又は 3親等内の親族 

  ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者 

  ハ 当該評議員の使用人 

  ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他の財

産によって生計を維持しているもの 

  ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

 ヘ ロからニまでに掲げる者の 3親等内の親族であって、これらの者と生計を一に

するもの 

 (2) 他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数

が評議員の総数の 3分の 1を超えないものであること。 

  イ 理事 

  ロ 使用人 

  ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の

定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員で

ある者 

  ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を

除く。）である者 

   ①国の機関 

   ②地方公共団体 

   ③独立行政法人通則法第 2条第 1項に規定する独立行政法人 

   ④国立大学法人法第2条第1項に規定する国立大学法人又は同条第3項に規定す

る大学共同利用機関法人 

   ⑤地方独立行政法人法第 2条第 1項に規定する地方独立行政法人 

   ⑥特殊法人(特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、

総務省設置法第 4条第 15号の規定の適用を受けるものをいう。)又は認可法人
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（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する

法人をいう。） 

3 この法人の評議員のうちには、理事のいずれか 1人と親族その他特殊の関係がある

者の数又は評議員のうちいずれか 1 人及びその親族その他特殊の関係がある者の合

計数が評議員総数（現在数）の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない。

また、評議員には、監事及びその親族その他特殊の関係がある者が含まれてはなら

ない。 

 

（評議員の任期） 

第 11 条 評議員の任期は、選任後 4 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとする。 

2 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した 

評議員の任期の満了する時までとする。 

3 評議員は、第 9 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を

有する。 

 

（評議員の報酬等） 

第12条 評議員は無報酬とする。ただし、評議員には、その職務を行うために要する費

用の支払いをすることができる。 

2 前項に関し必要な事項は、評議員会において別に定める。 

 

第5章 評議員会 

 

（構成） 

第13条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第14条 評議員会は、次の事項について決議する。 

(1)理事及び監事の選任又は解任 

(2)理事及び監事の報酬等の額 

(3)評議員に対する費用の支給の基準 
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(4)貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認 

(5)定款の変更 

(6)残余財産の処分 

(7)基本財産の処分又は除外の承認 

(8)その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（開催） 

第15条 評議員会は、定時評議員会として毎事業年度終了後3箇月以内に１回開催する

ほか、必要がある場合に臨時評議員会を開催する。 

 

（招集） 

第16条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事

長が招集する。 

2 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評

議員会の招集を請求することができる。 

 

（決議） 

第17条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員

の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

2 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議

員を除く評議員の3分の2以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1) 監事の解任 

(2) 評議員に対する費用の支給の基準 

(3) 定款の変更 

(4) 基本財産の処分又は除外の承認 

(5) その他法令で定められた事項 

3 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議

を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第21条に定める定数を上

回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から、得票数の多い順に定数の枠に達

するまでの者を選任することとする。 
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（決議の省略） 

第18条 理事が、評議員会の目的である事項について提案した場合において、その提案

について、議決に加わることのできる評議員の全員が書面又は電磁的記録により同意

の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の評議員会の決議があったものとみ

なす。 

  

（報告の省略） 

第19条 理事が評議員の全員に対し、評議員会に報告すべき事項を通知した場合におい

て、その事項を評議員会に報告することを要しないことについて、評議員の全員が書

面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の評議員会への報告

があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第 20 条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

2 出席した評議員及び理事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

第 6 章 役員 

 

（役員の設置） 

第21条 この法人に、次の役員を置く。 

(1)理事 3名以上７名以内 

(2)監事 2名以内 

2 理事のうち１名を理事長とする。 

3 理事長以外の理事のうち、1名を専務理事とすることができる。 

4 第 2 項の理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代表理事

とし、専務理事をもって同法第 197 条において準用する第 91 条第１項第 2 号の業務

執行理事とする。 

 

（役員の選任） 

第22条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

2 理事長及び専務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

3 この法人の理事のうちには、理事のいずれか1人及びその親族その他特殊の関係があ
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る者の合計数が、理事総数（現在数）の3分の1を超えて含まれることになってはなら

ない。 

4 この法人の監事には、この法人の理事（親族その他特殊の関係がある者を含む。）及

び評議員（親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにこの法人の使用人が含ま

れてはならない。また、各監事は、相互に親族その他特殊の関係があってはならない。 

 

（理事の職務及び権限） 

第23条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款に定めるところにより、職務を執

行する。 

2 理事長は、法令及びこの定款に定めるところにより、この法人を代表し、その業務

を執行し、専務理事は、理事長を補佐し、業務を総括する。 

3 理事長及び専務理事は、毎事業年度に4箇月を超える間隔で2回以上、自己の職務の

執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第24条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を

作成する。 

2 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及

び財産の状況の調査をすることができる。 

 

（役員の任期） 

第25条 理事の任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとする。 

2 監事の任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時

評議員会の終結の時までとする。 

3 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとす

る。 

4 理事又は監事は、第21条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任

により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事として

の権利義務を有する。 
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（役員の解任） 

第26条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって、

解任することができる。 

(1)職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2)心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

 

（役員の報酬等） 

第27条 理事は無報酬とする。ただし、理事長及び常勤の理事及び監事に対しては、評

議員会において別に定める報酬等の支給基準に従って算定した額を報酬等として支

給することができる。 

2 その他の役員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

3 前2項に関し必要な事項は、評議員会において別に定める。 

 

（役員の責任の免除又は限定） 

第28条 この法人は、理事及び監事の一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第

198条において準用される第111条第1項の賠償責任について、法令に定める要件に該

当する場合には、理事会の決議によって、賠償責任額から法令に定める最低責任限度

額を控除して得た額を限度として、免除することができる。 

2 この法人は、外部役員との間で、前項の賠償責任について、法令に定める要件に該

当する場合には賠償責任を限定する契約を、理事会の決議によって、締結することが

できる。ただし、その契約に基づく賠償責任の限度額は、一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律第198条において準用される第113条第1項で定める最低責任限度額

とする。 

 

（顧問） 

第29条 この法人に顧問を置くことができる。 

2 顧問は、3名以内とする。 

3 顧問の選任及び解任は、理事会において決議する。 

4 顧問は、理事長の諮問に応じ、この法人の重要な事項について、意見を述べ、助言

することができる。 

5 顧問は無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用の支払いをするこ

とができる。 
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第 7 章 理事会 

 

（構成） 

第30条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第31条 理事会は、次の職務を行う。 

(1)この法人の業務執行の決定 

(2)理事の職務の執行の監督 

(3)理事長及び専務理事の選定及び解職 

 

（招集） 

第32条 理事会は、理事長が招集する。 

2 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

 

（議長） 

第33条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

2 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、理事の中から互選にて議長の

職務を代行する者を選出する。 

 

（決議） 

第34条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半

数が出席し、その過半数をもって行う。 

 

（決議の省略） 

第35条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、そ

の提案について、議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録により

同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものと

みなすものとする。ただし、監事が異議を述べたときは、その限りではない。 

 

（報告の省略） 

第36条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知し
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た場合においては、その事項を理事会に報告することを要しない。 

 

（議事録） 

第 37 条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

2 出席した理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

第 8 章 事務局 

 

（事務局の設置） 

第 38 条 この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

2 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

3 事務局長は、理事長が理事会の承認を得て任免し、その他の職員は理事長が任免す

る。 

 

第 9 章 定款の変更及び解散 

 

（定款の変更） 

第 39 条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 

2 前項の規定は、この定款の第 3条及び第 4条及び第 10条についても適用する。 

 

（合併等） 

第 40 条 この法人は、評議員会において、議決に加わることのできる評議員の 3 分の

2 以上の議決により、他の一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の法人との

合併又は事業の全部もしくは一部の譲渡をすることができる。 

 

（解散） 

第41条 この法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第202条に定める事

由その他法令に定められた事由により解散する。 

 

（残余財産の帰属等） 

第42条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、

国若しくは地方公共団体又は認定法第5条第17号に掲げる法人であって租税特別措置



11 

 

法第40条第1項に規定する公益法人等に該当する法人に贈与するものとする。 

2 この法人は、剰余金の分配を行うことができない。 

 

第 10 章 公告の方法 

 

（公告の方法） 

第 43 条 この法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法によ

り行う。 

 

第 11 章 補則 

 

（委任） 

第 44 条 法令及びこの定款に定めるもののほか、この法人の業務の執行に必要な事項

は、理事会の決議により定める。 

 

 

 附 則 

 

1 この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 121

条第1項において読み替えて準用する同法第106条第１項に定める一般法人の設立の

登記の日から施行する。 

2 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第121条第1項にお

いて読み替えて準用する同法第106条第1項に定める特例民法法人の解散の登記と一

般法人の設立の登記を行ったときは、第 6条の規定にかかわらず、解散の登記の日の

前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 

3 この法人の最初の代表理事（理事長）は田中潤子とする。 

4 この法人の最初の業務執行理事（専務理事）は北山保美とする。 

5 この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。 

     市谷 峰男 

     音田 昌子 
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     川口 清一 

     東﨑 元宏 

     山口 春夫 

 

 附 則 

 この定款は平成 26年６月 25日から施行する。 

 

別表  基本財産（第 5条関係） 

 

 

 

 

 

財産種別 金額等 

定期預金 100,000,000 円 



 - 1 - 

一般財団法人大阪労働協会 経理規程 

 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、一般財団法人大阪労働協会（以下「協会」という。）における経理処理に関

する基本を定めたものであり、収入及び支出の状況並びに財政状態について、正確かつ迅速に

把握し、その能率的運営を図ることを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、協会の経理業務のすべてについて適用する。 

（会計基準） 

第３条 協会の会計は、法令、定款及び本規程の定めによるほか、「公益法人会計基準」（平成 16 

年 10 月 14 日 公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議申合せ）に準拠して処理し

なければならない。 

（会計年度） 

第４条 協会の会計年度は、定款の定めるところに従い毎年４月１日から翌年３月３１日までと

する。 

（会計年度所属区分） 

第５条 協会の収益及び費用の発生並びに資産、負債、及び正味財産の増減異動の所属年度は、

その原因となる事実の発生した日の属する会計年度とし、その日を決定することが困難なとき

は、その原因となる事実を確認した日の属する会計年度とする。 

（会計区分） 

第６条 協会の会計は、一般会計と特別会計とする。 

２ 特別会計は事業遂行上、一般会計と区分することが必要な場合設けるものとする。 

（経理責任者） 

第７条 経理責任者は事務局長とする。 

(帳簿書類の保存･処分) 

第８条 経理に関する帳簿、伝票及び書類の保存･処分については、協会文書管理規程に定めると

ころとする。 

(運用)  

第９条 この規程の運用に関する指示は、経理責任者が行うものとする。 

 

 

第２章 勘定科目及び会計帳簿 

 

（勘定科目の設定） 

第１０条 各会計区分においては、収入及び支出の状況並びに財政状態を的確に把握するため必

要な勘定科目を設ける。 
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２ 勘定科目については、別に定める。 

（会計処理の原則)  

第１１条 会計処理を行うに当たっては、特に次の原則に留意しなければならない。 

（１） すべての収入及び支出は予算に基づいて処理しなければならない。 

（２） 収入科目及び支出科目はこれを直接に相殺してはならない。 

（３） その他特に定めの無い事項については、公益法人会計の基準に準拠して行うものとする。 

（会計帳簿） 

第１２条 会計帳簿は次のとおりとする。 

（１） 主要簿 

ア 仕訳帳 

イ 総勘定元帳 

（２） 補助簿 

ア 現金出納帳 

イ 預金出納帳 

ウ 収支予算の管理に必要な帳簿 

エ 固定資産台帳 

オ 基本財産台帳 

カ 特定資産台帳 

キ 指定正味財産台帳 

ク その他必要な補助簿 

２ 仕訳帳は、会計伝票をもって代えることができる。 

３ 主要簿・補助簿及び会計伝票の様式は別に定める。 

（帳簿の照合） 

第１３条 補助簿の金額は、毎月末日に総勘定元帳の関係口座の金額と照合しなければならない。 

 

 

第３章 収支予算 

 

(収支予算の目的)  

第１４条 収支予算は、各会計年度の事業計画を明確な計数をもって表示し、権限と責任の範囲

を明らかにするとともに、収支予算と実績との比較検討を通じて事業の円滑な運営を図ること

を目的とする。 

(収支予算書の作成)  

第１５条 収支予算書は、会計区分ごとに毎会計年度開始前に理事長が作成し、理事会の承認を

得て確定する。 

２ 理事長は収支予算書の作成にあたり、その事務を経理責任者に行わせるものとする。 

(収支予算の執行者)  

第１６条  収支予算の執行者は、理事長とする。 

２  理事長は収支予算の執行にあたり、その事務を経理責任者に行わせるものとする。 
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 (支出予算の流用)  

第１７条 予算の執行にあたり、各科目間において相互に流用してはならない。ただし、理事長

が予算の執行上必要があると認めたときは、中科目相互間において流用することができるもの

とする。 

(予備費の計上・使用)  

第１８条 予測しがたい支出予算の不足を補うため、支出予算に相当額の予備費を計上すること

ができる。 

２ 予備費を使用したときは、理事長は、使用の理由、及び使用の金額を明らかにして、理事会

に報告しなければならない。 

(収支予算の補正)  

第１９条 理事長は、収支予算の補正を必要とするときは、補正予算を編成して理事会に提出し、

その承認を得なければならない。 

 

 

第４章   決  算 

 

(決算の目的)  

第２０条 決算は、１会計期間の会計記録を整理し、その収支状況及び当該年度末の財政状態

を明らかにすることを目的とする。 

(計算書類の作成)  

第２１条 経理責任者は、毎会計年度終了後、当該年度末における次の計算書類を作成し、理事

長に報告しなければならない。 

(１)  貸借対照表 

 (２)  損益計算書（正味財産増減計算書） 

 (３)  財産目録 

 (４)  収支計算書 

(５)  その他必要な書類 

（計算書類の承認） 

第２２条 理事長は、前条の計算書類について、監事の監査を受けた後、監事の報告書を添えて

定款第８条の規定に基づき理事会及び評議員会へ提出し、その承認を受けなければならない。 

 

 

第５章   金銭出納 

 

(金銭の範囲)  

第２３条 この規程において金銭とは、現金、預金及び振替貯金をいう。 

２  現金には、通貨、小切手、郵便為替証書等を含むものとする。 

３  手形及びその他の有価証券は、金銭に準じて取扱うものとする。
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（出納員） 

第２４条  金銭の出納及び保管については経理責任者が行う。 

２  経理責任者は出納及び保管事務を取扱わせるため出納員を置くことができる。 

(金銭の出納・収納・保管)  

第２５条 金銭の出納は、経理責任者の承認印のある会計伝票に基づいて行わなければならない。 

２ 金銭を収納したときは、領収証を発行しなければならない。ただし、金融機関への振込みに

よる収納は領収証の発行を省略することができる。 

３ 収納した金銭は、支払いに充てることなく、速やかに金融機関に預け入れなければならない。 

 (金融機関との預金取引及び公印管理) 

第２６条 金融機関との預金取引、その他の取引を開始又は廃止するときは、理事長の承認を得

て経理責任者が行う。 

２ 金融機関との預金取引は理事長名で行う。 

３ 出納に使用する印鑑は、経理責任者が保管し、押印する。 

４  経理責任者は出納に使用する印鑑を出納員に取扱わせることができる。 

 (支払手続)  

第２７条  出納員が金銭を支払う場合は、正当債権者の請求書、その他取引を証する書類に基づ

く会計伝票を作成し、経理責任者の承認を得て行うものとする。 

２  金銭の支払いについては、領収証を受け取らなければならない。ただし、所定の領収証を受

け取ることができない場合は、支払証明書をもってこれに代えることができる。 

３  金融機関への振込みの方法により支払いを行う場合は、前項による領収証を受け取らない

ことができる。 

(支払期日)  

第２８条 金銭の支払いは、一定日に行うものとする。ただし、やむを得ない支払いについて

はこの限りでない。 

(支払方法)  

第２９条 金銭の支払方法は、原則として金融機関への振込みによるものとする。ただし、小

口払いその他これによりがたい場合はこの限りでない。 

 (手許現金)  

第３０条 経理責任者は、日々の現金支払いに充てるため、手持現金をおくことができる。 

２  手持現金の額は、通常の所要額を勘案して、必要最少額にとどめるものとする。 

３  経理責任者が必要と認めた部署に、一定の責任者をおき、定額前渡法による小口現金制度

を設けて小口現金払いを行うことができる。 

４  小口現金は、毎月末日及び不足の都度精算を行わなければならない。 

(前金払等)  

第３１条 次の各号に掲げる経費は、前金払又は概算払をすることができる。 

(１)  官公署に対して支払う経費 

(２) 定期刊行物の代価 

(３)  委託料 
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(４)  経費の性質上前金をもって支払をしなければ事務の取扱上支障を及ぼすような経費で経

理責任者が必要と認めた経費 

(５)  管外旅費 

２ 前項の支払については、用務終了後速やかに精算しなければならない。 

(残高の照合)  

第３２条 出納員は、現金、預貯金について、毎月１回、その残高を帳簿残高と照合し、差異

がある場合は経理責任者に報告しなければならない。 

(金銭の過不足)  

第３３条 金銭に過不足が生じたときは、出納員は遅滞なく経理責任者に報告し、その処置に

ついて指示を受けなければならない。 

 

 

第６章  契  約 

 

(契約) 

第３４条 売買、請負、賃貸借その他の契約をする場合には、あらかじめ契約をしようとする

事項の契約金額を定め、競争に付さなければならない。ただし、競争に付することが明らか

に不利と認められる場合、及び次の各号に掲げる場合には、随意契約によることができる。 

(１)  契約の性質又は目的が競争に適しないとき 

(２) 緊急の必要により、競争に付す時間がないとき 

(３) 契約金額が１００万円を超えないとき 

 (４) 競争に付しても入札者がないとき。再度入札に付して落札者がないとき、又は落札者が契

約を結ばないとき 

２  前項ただし書により随意契約に拠る場合には、予め契約をしようとする事項の契約金額を定

め、なるべく二者以上から見積書を徴さなければならない。 

３ 前項の規定に関わらず、次の各号に掲げる場合には、比較見積書を要しないものとする。 

(１) 大阪府立労働センター指定管理者の構成員として実施する工事その他の契約 

(２) 契約金額が１０万円を超えないとき 

（契約書の作成） 

第３５条 契約を締結しようとする場合には、原則として契約の目的、履行期限、保証金額、契

約違反の場合における保証金の処分、危険の負担及びその他必要な事項を詳細に記載した契

約書を作成し、これに契約当事者が記名して印を押さなければならない。 

２  前項の規程にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、契約書の作成を省略する

ことができる。 

(１) 契約金額が１００万円を超えない契約を締結しようとするとき。 

(２) 契約の性質又は目的により契約書を作成する必要がないと認めるとき。 
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第７章  固定資産 

 

 (固定資産の範囲)  

第３６条 この規程において、固定資産とは次の各号をいい、基本財産、特定資産及びその他

固定資産に区別する。 

（１） 基本財産 

定款において基本財産として定められた資産とする。 

（２） 特定資産 

特定の目的のための資産で、退職給付引当資産、修繕引当資産、減価償却引当資産及び

これらに準ずるものとする。 

（３） その他固定資産 

その他固定資産は、建物附属設備並びに什器備品、電話加入権、ソフトウェア、投資有

価証券及びこれらに準ずるものとする。 

２  その他固定資産に記載した固定資産は、耐用年数が１年以上で、かつ、取得価額が３０万円

以上の使用目的の資産をいう。ただし、収益事業においては、法人税法の規定によるものとす

る。 

(固定資産の取得価額) 

 第３７条 固定資産の取得価額は、次の各号による。 

（１） 購入に係るものは、購入価額及びその付帯費用  

（２） 工事または工作に係るものは、その取得に要した費用  

（３） 交換によるものは、その交換に対して提供した資産の帳簿価格  

（４） 贈与によるものは、その時の適正な評価額  

 (有形固定資産の改良と修繕)  

第３８条  有形固定資産の価値を増加させ、又は耐用年数を延長するために要した金額は、これ

を資本的支出としてその資産の価額に加算するものとする。 

２ 有形固定資産を原状に回復するために要した金額は修繕費とする。 

(固定資産の管理) 

第３９条  固定資産の管理責任者は、固定資産台帳を設けて、固定資産の保全状況及び移動につ

いて所要の記録を行い、固定資産を管理しなければならない。 

２ 固定資産の管理責任者は、事務局長とする。 

３ 有形固定資産に移動及び毀損、滅失があった場合は、帳簿の整備を行わなければならない。 

 (固定資産の売却、担保の提供)  

第４０条  固定資産を売却するときは、固定資産の管理責任者は、理事長の決裁を受けなけれ

ばならない。 

 (減価償却)  

第４１条 固定資産の減価償却については、毎会計年度末に定額法によりこれを行う。 

２ 固定資産について行われた減価償却費は直接法により処理するものとする。 

３ 減価償却資産の耐用年数は、耐用年数については、法人税法の規定と同一の基準による。 
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 (現物の照合)  

第４２条 固定資産の管理責任者は、常に良好な状態において管理し、各会計年度１回以上は、

固定資産台帳と現物を照合し、差異がある場合は所定の手続を経て帳簿の整備を行わなけれ

ばならない。 

第８章 物  品 

 

(物品の範囲)  

第４３条 この規程において、物品とは次の各号のものをいう。 

（１） 備品とは耐用年数１年以上のもので、取得価額が３０万円未満かつ１０万円以上のもの 

（２） 消耗品とは取得価額が１０万円未満のもの、ただし、取得価額が１０万円以上のもので 

あっても、耐用年数１年未満のものは消耗品とする。 

(物品の購入)  

第４４条 物品の購入については、第３４条の規定を準用する。 

（検収） 

第４５条 物品を購入し、又は修繕したときは、検収しなければならない。 

（標示） 

第４６条 什器備品には、協会の所有物である旨を標示しなければならない。 

（物品の管理） 

第４７条 物品の管理は、リーダー（総務担当）が行うものとする。 

２ 職員は常に物品の管理に注意し、物品の喪失し、又は破損したときは、直ちに上司に報告し

なければならない。 

（不用物品の処分） 

第４８条 不用となった物品は、理事長の決裁を得て処分することができる。 

 

 

第９章 雑 則 

 

（委任） 

第４９条 この規程を実施するため必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

附 則 

この規程は平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

一般財団法人移行に伴い、財団法人大阪労働協会経理規程は廃止する。 

 



 

 

 

個人情報保護規程 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

一般財団法人 大阪労働協会 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

個情-1 

第１条（目 的） 

この規程は、一般財団法人大阪労働協会（以下「協会」という。）が保有する個人情報の適正な

取扱いの確保に関し必要な事項を定めることにより、個人の権利利益の保護を図り、もって基本

的人権の擁護に資することを目的とする。 

 

第２条（適用範囲）  

本規程は、協会の事業における全ての活動に対して適用するものとする。対象となる個人情報

は、顧客の情報だけでなく、取引先担当者、雇用者、採用応募者等、全ての個人に関する情報を

含むものである。また、情報が記録されている媒体が電子的なものであるか、紙であるか等の形

態を問わないものである。ただし、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に定める個人番号及び特定個人情報については、理事長が別に定める規程に基づ

き、取り扱うものとする。 

 

第３条（定 義） 

この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）個人情報 

   生存する個人に関する情報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記

録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式をいう。次項第２号において同じ。）で作られる記録をいう。）に記載

され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項

（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することが

できるもの （他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。） 

  二 個人識別符号が含まれるもの 

   （２）個人識別符号 

      次の各号のいずれかに該当する文 字、番号、記号その他の符号のうち、政令で定めるもの 

をいう。 

 一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文 字、番号、

記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別することができるもの  

二 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関し割り当てら

れ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、若しくは 電磁的方式によ

り記録された文字、番号、記号その他の符号であって、その利 用者若しくは購入者又

は発行を受ける者ごとに異なるものとなるように割り当 てられ、又は記載され、若し

くは記録されることにより、特定の利用者若しく は購入者又は発行を受ける者を識別

することができるもの 

（３）要配慮個人情報 

      本人の人種、信条、社会的身分、 病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他



 

 

 

個情-2 

本人に対する不当な差別、 偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を

要するものとして 政令で定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

（４）本人  

個人情報から識別され、又は識別され得る個人をいう。 

（５）国等  

国、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成

15年法律第 59号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、

地方公共団体、地方独立行政法人及びその他の公共団体をいう。 

（６）事業者 

法人（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）その他の

団体及び事業を営む個人をいう。 

 

第４条（協会の責務） 

協会は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を

侵害することのないよう必要な措置を講じなければならない。 

 

第５条（個人情報保護管理責任者等） 

協会は、個人情報を適正に管理するため、次の職を置くものとする。 

（１）個人情報保護管理責任者 

協会に、個人情報保護管理責任者１名を置き、事務局長をもって充てる。 

（２）各部署個人情報管理責任者 

協会各部署にそれぞれ、各部署個人情報保護管理責任者１名を置き、事務局次長、総務

部長、事業部長、人材開発部長、さかいＪＯＢマネージャーをもって充てる。 

第６条（個人情報保護管理責任者等の職務） 

個人情報保護管理責任者は、協会における個人情報保護に関する事務を統括管理する。 

２ 各部署個人情報管理責任者は、各部における個人情報保護に関する事務を統括管理するととも

に、個人情報の適切な取扱い等のために研修等の必要な措置を講じ、それを徹底する。 

 

第７条（個人情報適正管理委員会の設置） 

  協会は、個人情報の適切な取扱いについて検証をするために個人情報適正管理委員会（以下、

「委員会」という）を設置し、年２回程度開催する。 

２ 前項の委員会は、第５条の個人情報保護管理責任者、各部署個人情報管理責任者、総務部長補

佐、及び人材開発部マネージャー、グループ長をもって構成する。そのほか個人情報保護管理責任

者は必要に応じて関係職員を参加させることができる。 

 

第８条（個人情報取扱事務事業目録） 

協会は、個人情報を取り扱う事務事業について、当該事務事業の名称、個人情報を記録した主な

文書等の名称、個人情報の対象者の範囲、個人情報の記録項目、作成時期等を記載した個人情報取



 

 

 

個情-3 

扱事務事業目録を作成し、申出に応じて閲覧に供する。 

 

第９条（収集の制限） 

協会は、個人情報を収集するときは、あらかじめ個人情報を取り扱う目的を具体的に明らかに

し、当該目的の達成のために必要な範囲内で収集しなければならない。 

２ 協会は、個人情報を収集するときは、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

３ 協会は、個人情報を収集するときは、本人から収集しなければならない。但し、次の各号のい   

ずれかに該当するときは、この限りでない。 

（１）本人の同意があるとき 

（２）法令又は条例の規定に基づくとき 

（３）国等から提供を受けるとき 

（４）出版、報道等により公にされているものから収集することが正当であると認められる

とき 

（５）個人の生命、身体又は財産の保護のため、緊急かつやむを得ないと認められるとき 

（６）前各号に掲げる場合のほか、本人から収集することにより、個人情報取扱事務事業の

目的の達成に支障が生じ、又はその円滑な実施を困難にするおそれがあることその他

本人以外のものから収集することに相当の理由があると認められるとき 

４ 協会は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速  

やかに、その利用目的を、本人に通達し、又は公表しなければならない。 

５ 協会は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結することに伴って契約書その他の  

書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識できない方式で作られる記録を含

む。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当

該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければ

ならない。但し、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合は、この限りで

ない。 

６ 協会は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得

してはならない。  

（１）法令に基づく場合 

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき。  

（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。  

（４） 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務 を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得る ことにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  

（５）当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、第 76 条第１項各号に掲げ    

る者その他個人情報保護委員会規則で定める者により公開されている場合  

（６）その他前各号に掲げる場合に準ずるものとして政令で定める場合  



 

 

 

個情-4 

第 10条（利用及び提供の制限） 

協会は、個人情報取扱事務事業の目的以外に個人情報を、協会内において利用し、又は協会以外

のものに提供してはならない。但し、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

（１）本人の同意があるとき又は本人に提供するとき 

（２）法令又は条例の規定に基づくとき 

（３）出版、報道等により公にされているものを利用し、又は提供することが正当であると

認められるとき 

（４）個人の生命、身体又は財産の保護のため、緊急かつやむを得ないと認められるとき 

（５）前各号に掲げる場合のほか、公益上の必要その他相当な理由があると認められるとき 

２ 協会は、協会以外のものに個人情報を提供する場合において、必要があると認めるときは、提供

を受けるものに対して、当該個人情報の使用目的若しくは使用方法の制限その他の必要な制限を

付し、又はその適切な取扱いについて必要な措置を講ずることを求めなければならない。 

３ 協会は、公益上の必要があり、かつ、個人の権利利益を侵害するおそれがないと協会が認める場

合を除き、協会以外のものに対して、通信回線により結合された電子計算機（協会の保有する個

人情報を協会以外のものが随時入手し得る状態にするものに限る。）を用いて個人情報の提供を

してはならない。 

 

第 11条（適正管理） 

協会は、個人情報取扱事務事業の目的を達成するために必要な範囲内で、その保有する個人情

報を正確かつ最新の状態に保つよう努めなければならない。 

２ 協会は、個人情報の漏えい、滅失及び損傷の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要

な措置を講じなければならない。 

３ 協会は、保有する必要がなくなった個人情報を、確実に、かつ、速やかに廃棄し、又は消去しな

ければならない。 

 

第 12条（委託に伴う措置等） 

協会は、個人情報取扱事務事業を委託するときは、個人情報の保護のために必要な措置を講じ

なければならない。 

 

 

第 13条（職員等の義務） 

協会の職員・嘱託員又は職員・嘱託員であった者は、職務上知り得た個人情報を正当な理由な

く他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

 

第 14条（個人情報の開示） 

協会は、協会が現に保有している個人情報について、本人から、当該本人が識別される個人情

報の開示の申出があったときは、本人であることを確認の上、当該個人情報を開示するものとす

る。但し、次の各号のいずれかに該当するときは、当該個人情報の全部又は一部について開示を



 

 

 

個情-5 

しないことができる。未成年者又は成年被後見人の法定代理人から、本人に代わって、当該本人

が識別される個人情報の開示の申出があったときも、同様とする。 

（１）開示の申出をした者以外の者に関する個人情報（事業を営む個人の当該事業に関する

情報を除く。）であって、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認め

られるもの 

（２）法令又は条例の規定により、開示することができない個人情報 

（３）協会以外の法人（国等を除く。）その他の団体（以下「法人等」という。）に関する

情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報を含む個人情報であって、開示する

ことにより、当該法人等又は当該個人の競争上の地位その他正当な利益を害すると認

められるもの（人の生命、身体若しくは健康に対し危害を及ぼすおそれのある事業活

動又は人の財産若しくは生活に対し重大な影響を及ぼす違法な若しくは著しく不当な

事業活動に関する情報を除く。） 

（４）協会又は国等の機関が行う調査研究、企画、調整等に関する個人情報であって、開示

することにより、当該又は同種の調査研究、企画、調整等を公正かつ適切に行うことに

著しい支障を及ぼすおそれのあるもの 

（５）協会又は国等の機関が行う事務事業に関する個人情報であって、開示することにより、

当該若しくは同種の事務事業の目的が達成できなくなり、又はこれらの事務事業の公

正かつ適切な執行に著しい支障を及ぼすおそれのあるもの 

（６）開示することにより、個人の生命、身体、財産等の保護その他の公共の安全と秩序の

維持に支障を及ぼすと認められる個人情報 

２ 開示の申出に対し、当該申出に係る個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、前項各号

に掲げる個人情報を開示することとなるときは、協会は、当該個人情報の存否を明らかにしない

で、当該申出を拒否することができる。 

 

第 15条（開示の申出に対する通知） 

協会は、開示の申出があったときは、当該申出があった日から起算して 15 日以内に、開示の

申出に係る個人情報の開示をするかどうかを開示の申出をした者に通知するものとする。 

但し、やむを得ない理由により当該期間内に通知することができないときは、この限りでない。 

２ 協会は、開示の申出に係る個人情報の全部又は一部を開示する旨の通知をしたときは、速やか

に、開示の申出をした者に当該個人情報を開示するものとする。 

第 16条（個人情報の訂正） 

協会は、協会が現に保有している個人情報について、本人から、当該本人が識別される個人情

報の訂正の申出があった場合は、本人であることを確認の上、当該個人情報に事実に関する誤り

があると認められるときは、訂正につき法令又は条例に特別の定めがあるとき、協会に訂正の権

限がないときその他訂正しないことにつき正当な理由があるときを除き、当該誤りを訂正するも

のとする。未成年者又は成年被後見人の法定代理人から、本人に代わって、当該本人が識別され

る個人情報の訂正の申出があったときも、同様とする。 

２ 訂正の申出に対し、当該申出に係る個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、第 14条第



 

 

 

個情-6 

１項各号に掲げる個人情報を開示することとなるときは、協会は、当該個人情報の存否を明らか

にしないで、当該申出を拒否することができる。 

 

第 17条（訂正の申出に対する通知） 

協会は、前条第１項に規定する訂正の申出があったときは、速やかに、必要な調査を行い、当

該申出があった日から起算して 15 日以内に、訂正するかどうかを訂正の申出をした者に通知す

るものとする。但し、やむを得ない理由により当該期間内に通知することができないときは、こ

の限りでない。 

 

第 18条（個人情報の削除等） 

協会は、協会が現に保有している個人情報について、本人から、当該本人が識別される個人情

報の削除、利用の停止、又は提供の停止（以下「削除等」という。）の申出があった場合は、本

人であることを確認の上、当該削除等の申出に理由があると認めるときは、当該個人情報の削除

等をするものとする。但し、当該個人情報の削除等をすることにより、当該個人情報の利用目的

に係る事務の性質上、当該事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められると

きは、この限りでない。未成年者又は成年被後見人の法定代理人から、本人に代わって、当該本

人が識別される個人情報の削除等の申出があったときも、同様とする。 

 

２ 削除等の申出に対し、当該申出に係る個人情報が存在しているか否かを答えるだけで、第 14条

第１項各号に掲げる個人情報を開示することとなるときは、協会は、当該個人情報の存否を明ら

かにしないで、当該申出を拒否することができる。 

 

第 19条（削除等の申出に対する通知） 

  第 17条の規定は、削除等の申出に対する通知について準用する。 

 

第 20条（理由の説明） 

協会は、第 15条１項、第 17条、第 19条の規定により、本人から求められた措置の全部又は

一部について、その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通

知する場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めなければならない。 

 

第 21条（苦情の処理） 

協会は、現に保有している個人情報の取扱いについて苦情の申出があったときは、適切かつ迅

速にこれを処理するよう努める。 

 

第 22条（費用負担） 

第 15条第２項の開示に要する費用は、協会が別に定めるものとする。 

 

 



 

 

 

個情-7 

第 23条（委 任） 

この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

  附 則 

この規程は平成 25年４月１日から施行する。 

 

附 則 

一般財団法人移行に伴い、財団法人大阪労働協会個人情報保護規程は廃止する。 

 

   附 則 

この規程は、平成 28年１月１日から施行する。 

 

   附 則 

この規程は、平成 28年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

この規程は、平成 30年１月１日から施行する。 

 

  附 則 

この規程は、平成 30年 12月１日から施行する。 

 



 １ 

一般財団法人大阪労働協会事務決裁規程 

 

（趣旨） 

 第１条 この規程は、一般財団法人大阪労働協会における事務の円滑かつ適正な執行を

確保するとともに責任の明確化を図るため、事務の決裁に関して必要な事項を定める

ものとする。 

 

 （用語の定義） 

 第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

  (１) 決裁 理事長の権限に属する事務について、最終的にその意思を決定すること

をいう。 

  (２) 専決 常時、理事長に代って決裁することをいう。 

  (３) 代決 理事長又は専決する者が不在のときに、これらの者に代って決裁するこ

とをいう。 

 

（理事長の決裁事項） 

第３条  第１条に規定する事務のうち、重要な事項、異例若しくは疑義のある事項につ

いては、理事長の決裁を受けなければならない。 

 
２ 前項に規定する重要な事項とは、おおむね次のとおりとする。 

(１) 評議員会、理事会の招集及び提出議案の承認に関すること。 

(２) 規程の制定又は改廃に関すること。 

(３) 職員の任免、休職、解雇、懲戒及び表彰に関すること。 

(４) 事業計画の策定及び事業報告に関すること。 

(５) 予算の編成及び決算に関すること。 

(６) 重要な契約の締結及び変更に関すること。 

(７) 予定価格が１件１０００万円以上の予算の執行に関すること。 

(８) 専務理事兼事務局長の出張、休暇その他服務に関すること。 

(９) 個人情報の開示申請、訂正申請及び異議申出に対する決定に関すること。 

（10）その他重要事項に関すること。 

 

（専務理事兼事務局長の専決事項） 

第４条 専務理事兼事務局長が専決できる事項は、次のとおりとする。 

(１) 重要な企画及び調整に関すること。 

(２) 理事兼事務局次長の出張、休暇その他服務に関すること。 

(３) 嘱託員及び臨時職員の任免及び給与の決定に関すること。 

(４)  予定価格が１件 1,000万円未満の予算の執行に関すること。 

(５)  定期刊行物の作成及び配布に関すること。 

(６) 前各号に準ずる事項に関すること。 



 ２ 

 

（理事兼事務局次長の専決事項） 

第５条 理事兼事務局次長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

 (１) 簡易な企画及び調整に関すること。 

(２) 職員及び嘱託員の出張、休暇その他服務に関すること。 

 (３)  予定価格が１件 500万円未満の予算の執行に関すること。 

(４)  通知、照会その他往復文に関すること。 

(５) 大阪府立労働センタ－条例に掲げられた施設及び付帯設備の使用に関すること。 

(６) 義務的な予算の執行に関すること。 

(７) 前各号に準ずる事項に関すること。 

２ 専務理事兼事務局長の専決できる事項のうち、あらかじめ専務理事兼事務局長が

指定するものは理事兼事務局次長が専決することができる。 

 

（事務局次長兼総務部長の専決事項） 

第６条 理事兼事務局次長の専決できる事項のうち、あらかじめ理事兼事務局次長が指

定するものは事務局次長兼総務部長が専決することができる。 

 

（人材開発部長の専決事項） 

第７条 理事兼事務局次長の専決できる事項のうち、あらかじめ理事兼事務局次長が指

定するものは人材開発部長が専決することができる。 

 

（大阪オフィスマネージャー、さかい JOBマネージャー、グループ長の専決事項） 

第８条 人材開発部長の専決できる事項のうち、あらかじめ人材開発部長が指定する

ものは、大阪オフィスマネージャー、さかい JOB マネージャー又はグループ長が専決

することができる。 

 

（専決事項の特例） 

第９条 前５条の規定にかかわらず専決事項について別に定めがある場合は、その定める

ところによる。 

 

（専決事項の制限） 

第 10 条 第４条から第８条の規定にかかわらず、特に重要若しくは異例と認められる事

項については、上司の決裁を受けなければならない。 

  

（理事長の決裁事項の代決） 

第 11 条 理事長の決裁を受けるべき事項について、理事長不在のときは専務理事兼事務

局長が代決することができる。 

２ 理事長、専務理事兼事務局長ともに不在のときは、理事兼事務局次長がその事項を

代決することができる。 

 

 



 ３ 

（専務理事兼事務局長の専決事項の代決） 

第 12 条 専務理事兼事務局長の専決できる事項について専務理事兼事務局長不在のとき

は、理事兼事務局次長がその事項を代決することができる。 

    

（理事兼事務局次長の専決事項の代決） 

第 13 条 理事兼事務局次長の専決できる事項について理事兼事務局次長不在のときは、

事務局次長兼総務部長がその事項を代決することができる。 

 

（後閲） 

第 14条 代決した事項中、必要と認められるものについては、事後すみやかに閲覧に供

するものとする。 

 

附則 

この規程は平成 25年４月１日から施行する。 

 

附則 

一般財団法人移行に伴い、財団法人大阪労働協会事務決裁規程は廃止する。 

 

附則 

この規程は平成 27年４月１日から施行する。 

 

附則 

この規程は平成 28年４月１日から施行する。 

 

附則 

この規程は平成 30年４月１日から施行する。 

 



 

（別紙） 

１．事務局次長兼総務部長の専決事項 

事務決裁規程第６条〔理事兼事務局次長の専決できる事項のうち、あらかじめ理事兼事務局次長が指

定するものは事務局次長兼総務部長が専決することができる。〕の規定に基づく事務局次長兼総総務部長

の専決事項を次のとおり定める。 

（１）担当業務に係る通知、照会その他往復文に関すること 

（２）収入及び請求行為に関する事項 

（３）経費の支出命令及び小口現金の支出に関する事項 

（４）大阪府立労働センター条例に掲げられた施設及び付帯設備の利用料金の徴収又は還付に関す

ること 

（５）担当業務に係る義務的な予算の執行に関すること 

（６）予定価格が１件 150 万円未満の予算の執行に関すること 

（７）職員及び嘱託員の認定事務に関すること 

（８）所属職員及び嘱託員の出張（管外出張を除く）、休暇その他服務に関すること 

（９）社会保険、労働保険事務、及び職員、嘱託員の各種証明に関すること 

（10）前各号に準ずる事項に関すること 

 

２．人材開発部長の専決事項 

 事務決裁規程第７条〔理事兼事務局次長の専決できる事項のうち、あらかじめ理事兼事務局次長が指

定するものは人材開発部長に専決することができる。〕の規定に基づく人材開発部長の専決事項を次のとお

り定める。 

（１）担当業務に係る簡易な企画及び調整に関すること 

（２）担当業務に係る通知、照会その他往復文に関すること（ただし、公印を要するものを除く） 

（３）人材開発事業会計に係る予定価格が１件 80 万円未満の予算の執行に関すること（ただし、

経理規程第 36 条に定める固定資産の執行は除く） 

（４）人材開発事業会計に係る１件 80 万円未満の経費の支出命令に関する事項 

（５）所属嘱託員の出張（管外出張を除く）、休暇その他服務に関すること 

（６）前各号に準ずる事項に関すること 



 

３．大阪オフィスマネージャーの専決事項 

 事務決裁規程第８条〔人材開発部長の専決できる事項のうち、あらかじめ人材開発部長が指定するも

のは、大阪オフィスマネージャー、さかい JOB マネージャー又はグループ長が専決することができる。〕の規定に基

づく大阪オフィスマネージャーの専決事項を次のとおり定める。 

（１）人材開発事業会計の担当業務に係る予定価格が１件50万円未満の予算の執行に関すること 

（２）人材開発事業会計の担当業務に係る１件 50 万円未満の経費の支出命令に関する事項 

 

4．さかい JOB マネージャーの専決事項 

 事務決裁規程第８条〔人材開発部長の専決できる事項のうち、あらかじめ人材開発部長が指定するも

のは、大阪オフィスマネージャー、さかい JOB マネージャー又はグループ長が専決することができる。〕の規定に基

づくさかい JOB マネージャーの専決事項を次のとおり定める。 

（１）担当業務に係る簡易な企画及び調整に関すること 

（２）担当業務に係る通知、照会その他往復文に関すること（ただし、公印を要するものを除く） 

（３）人材開発事業会計の担当業務に係る予定価格が１件50万円未満の予算の執行に関すること 

（４）人材開発事業会計の担当業務に係る小口現金の支出及び１件 50 万円未満の経費の支出

命令に関する事項 

（５）所属嘱託員の出張（管外出張を除く）、休暇その他服務に関すること 

（６）前各号に準ずる事項に関すること 

 

5．グループ長の専決事項 

 事務決裁規程第８条〔人材開発部長の専決できる事項のうち、あらかじめ人材開発部長が指定するも

のは、大阪オフィスマネージャー、さかい JOB マネージャー又はグループ長が専決することができる。〕の規定に基

づくグループ長の専決事項を次のとおり定める。 

（１）人材開発事業会計の担当業務に係る予定価格が１件30万円未満の予算の執行に関すること 

（２）人材開発事業会計の担当業務に係る１件 30 万円未満の経費の支出命令に関する事項 

 

6． 施行期間は、平成 30 年４月 1 日から施行する。 



 

一般財団法人 大阪労働協会 処務規程 

 

 

（目的） 

第１条 この規程は、一般財団法人大阪労働協会定款の規定により、一般財団法人大阪労働協会

（以下「協会」という。）の事務局組織及び事務分掌等について必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（組織） 

第２条 協会の業務を処理するため、事務局を置く。 

 

（職の設置） 

第３条 事務局に事務局長（以下「局長」という。）を置く。 

２ 前項に定めるもののほか、事務局に事務局次長（以下「局次長」という。）、部長、副部長、

マネージャー、部長補佐、グループ長、センター長を置くことができる。 

３ 前項に定めるもののほか、必要な職は別に定める。 

 

（職務内容及び権限） 

第４条 職務内容及び権限は、別表 1のとおりとする。 

 

（責任） 

第５条 局長、局次長、部長、副部長、マネージャー、部長補佐、グループ長、センター長は、

その主管事務の有効適切かつ能率的な処理について、責任を負わなければならない。 

 

（事務の専決及び代決） 

第６条 事務の専決及び代決については、別に定めるところによる。 

 

（文書の取扱い等） 

第７条 文書の取扱い及び例式については、別に定めるところによる。 

 

附 則 

この規則は、平成２５年４月１日より施行する。 

 

附 則 

一般財団法人移行に伴い、財団法人大阪労働協会処務規程は廃止する。 

 

附 則 

この規則は、平成 28年４月１日より施行する。 

 

附 則 

この規則は、平成 30年４月１日より施行する。 

 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日より施行する。 

  



 

〔別表 1〕    一般財団法人大阪労働協会における職及び職務 

職  名 職 務 内 容 

 

 

事 務 局 長 

協会経営を常に把握し、組織目標の達成に向け、自ら指揮をとり、事務局

を統括する。 

業務・組織の改善・改革に取り組み、事務局の責任者として、関係先と適切な

調整及び交渉を行う。 

事務局次長以下の職員に対して適切な指示を行う。 

 

 

 

事務局次長 

 

 

協会経営を常に把握し、組織目標の達成に向け、事務局長を補佐し、部長以

下の職員を指揮、統率する。 

業務・組織の改善・改革に取り組み、事務局の準責任者として、関係先と適切

な調整及び交渉を行う。 

部長以下の職員に対して適切な指示を行う。 

 

 

 

部  長 

 

 

部の目標達成に向け、適切な事業遂行の判断を行い、部を統括し、所属職員を

統率する。 

業務・組織の改善・改革に取り組み、部の責任者として、関係先と適切な調整

及び交渉を行う。 

副部長・マネージャー以下の職員に対して適切な指示を行う。 

 

 

副部長・ 

マネージャー 

部の目標達成に向け、部長を補佐し、適切な事業遂行の判断を行い、所属職員

を統率する。 

業務・組織の改善・改革に取り組み、部の準責任者として部長を補佐して、関

係先と適切な調整及び交渉を行う。 

部長補佐・グループ長・センター長以下の職員に対して適切な指示を行う。 

 

 

部長補佐・ 

グループ長・ 

センター長 

 

部の目標達成に向け、副部長・マネージャーの指示により、所属職員を統率す

る。 

業務・組織の改善・改革に取り組み、副部長・マネージャーの補佐として、関

係先と適切な調整及び交渉を行う。 

主任・チーム長以下の職員に対して適切な指示を行う。 

 

 

 

主任・チーム長 

 

部長補佐・グループ長の指示により、所属職員を統率する。部長補佐・グル

ープ長の補佐として業務改善・改革に取り組み、関係先と適切な調整及び交渉

を行う。 

チームの職員に対して適切な指示を行う。 
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一般財団法人大阪労働協会 

嘱託員の賃金に関する規程 
 

第１条（目的） 

 この規程は、一般財団法人大阪労働協会（以下｢協会｣という。）が、嘱託員就業規則に基づいて雇

用する常勤嘱託員、非常勤嘱託員及び臨時嘱託員（以下｢嘱託員｣という。）の賃金について、必要な

事項を定めたものである。 

 

第２条（賃金構成） 

賃金の構成は、基本給、管理職手当、扶養手当、通勤手当、時間外勤務手当とする。 

 

第３条（基本給） 

嘱託員就業規則第２条第１号に定める常勤嘱託員で、１週４０時間の勤務時間で雇用する者の基

本給の月額については、職名及び職務の等級に応じた別表１の基本給の月額とする。 

２ 前項の常勤嘱託員で、週３０時間以上４０時間未満の勤務時間で雇用する者の基本給の月額につ

いては、職名及び職務の等級に応じた別表１の基本給の月額にその者の一週あたりの勤務時間数を

乗じて４０時間で除した額とする。ただし、１００円未満の端数は切り上げる。 

３ 嘱託員就業規則第２条第２号に定める非常勤嘱託員で、１日８時間勤務で雇用する者の基本給の

日額については、別表２のとおりとする。 

４ 前項の非常勤嘱託員で、１日８時間未満の勤務時間で雇用する者の基本給の額については、職名

及び職務の等級に応じた別表２の基本給の日額にその者の一日あたりの勤務時間数を乗じて８時間

で除した額とする。 ただし、１００円未満の端数は切り上げる。 

５ 嘱託員就業規則第２条第３号に定める臨時嘱託員にかかる基本給の時間単価については、別表３

のとおりとする。 

６ 協会職員・嘱託員であった者を定年退職後に再雇用する場合の基本給については、本規程に関わ

らず再雇用後の職責、職務内容等を勘案して、理事長が個別の労働契約書において定める。 

７ 事務補助員等の基本給は３項及び４項の規定に関わらず業務の内容等を勘案して、理事長が個別

の労働契約書において定める。 

 

第４条（職名及び職務の等級） 

  前条の嘱託員の職名及び職務の等級は人事評価及び事業の受託状況等を勘案して、理事長が個別

の労働契約書において定める。 

 

第５条（初任給格付け） 

  新たに採用した嘱託員の初任給格付けは経歴等を勘案して、第３条の規定に基づき理事長が個別

の労働契約書において定める。 

２ ただし、雇用する嘱託員の専門的知識、経験、業績等により、第３条の規定によりがたいとき

は、理事長が別に定めるものとする。 
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第６条（昇給、昇給の停止等） 

 嘱託員の昇給は前年度の嘱託員の人事評価を反映させ、別に定める嘱託員昇給基準に基づく人事評

価区分により現に受けている等級の１号級から２号級上位の等級に昇給させることができる。 

ただし、勤務成績が良くない嘱託員は昇給させない。 

２  嘱託員の昇給は、その属する職務の等級における最高の等級を超えて行うことができない。 

３  前各項の規定にかかわらず業績悪化の場合は、昇給の停止又は賃金を減額することがある。 

 

第７条（昇給等の時期） 

前条の規定による昇給時期は、４月１日とする。 

２ 前条第３項による賃金の減額を行う時期は、原則として４月１日とする。 

 

第８条（昇格時の昇給） 

  嘱託員が昇格したときは、昇格後の職務の格付けにより別表１の昇格前に受けていた基本給（前

条第１項の昇給後の基本給）の直近上位の等級の基本給とする。 

２ 前項による昇給を行う時期は、原則として４月１日とする。 

 

第９条（賃金の支給方法） 

賃金は、毎月 1日から毎月末日までの期間について計算し、翌月 17日に支給する。ただし、平成

24年２月 29日に雇用されていた者で現在も雇用されている嘱託員の賃金については、毎月１日から

毎月末日までの期間について計算し、その月の 17日に支給する。 

２ 賃金の支給日が土曜日のときは前日に、日曜日又は休日（国民の祝日に関する 法律（昭和 23年

法律第 178号）に規定する休日をいう。）に当たるときは、その翌日に支給する。 

３ 賃金は嘱託員から申出のある場合は、口座振替の方法により支給することができる。 

４  災害その他特別の事情があるときは、支給日を変更することができる。 

５ 月の途中で新たに嘱託員となった者の賃金額はその賃金期間の現日数から勤務を要しない日の日

数を差し引いた日数を基礎として日割によって計算する。 

６ 嘱託員が離職したときは、その日までの賃金を支給する。 

７ 嘱託員が死亡したときは、その月まで賃金を支給する。 

 

第 10条（賃金の控除） 

賃金の支払に際して、所得税、社会保険料など、法令に定められた金額を控除する。 

 

第11条（管理職手当） 

管理又は監督の地位にある嘱託員については、その業務の特殊性に基づき、管理職手当を支給す

る。 

２  管理職手当の月額は、前項に規定する職を占める嘱託員の属する職務の級における号級の百分の

二十五を超えない範囲内で理事長が定める。 

３  管理職手当を受ける嘱託員が月の初日から末日までの全勤務日にわたって勤務しなかった場合

は、当月分の管理職手当を支給しない。 
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４  管理職手当の支給を受ける者の範囲、支給額その他管理職手当の支給に関し必要な事項は、理事

長が定める。 

 

第12条（扶養手当） 

 扶養手当は、扶養親族のある嘱託員に対して支給する。ただし、次項第１号に該当する扶養親族

（以下「扶養親族たる子」という。）以外の扶養親族に係る扶養手当は、管理職手当を支給される嘱

託員に対しては支給しない。  

２ 扶養手当の支給の対象となる親族（以下「扶養対象者」という。）は、次に掲げる者で、他に生計

の途がなく、主としてその職員の扶養を受けているものとする（職員が他の者と共同して同一人を

扶養する場合には、その職員が主たる扶養者である場合に限る。）ただし、扶養対象者の年収（勤労

所得、資産所得、事業所得等の合計額）が130万円未満の者に限る。 

(１) 22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子 

（２）60歳以上の父母及び祖父母 

(３) 身体又は精神に著しい障害のある者（所得税法（昭和40年法律第33号）上の特別障害者に該当

する者） 

３  扶養手当の月額は、前項第１号に掲げる扶養親族については、１人につき8,000円とし、前項第２

号及び第３号に掲げる扶養親族については、1人につき5,000円とする。 

４  特定期間（15歳に達する日以後の最初の４月１日から22歳に達する日以後の最初の３月31日まで

の間をいう。）にある扶養親族たる子がいる場合における扶養手当の月額は、前項の規定にかかわ

らず、１人につき5,000円を同項の規定による額に加算した額とする。 

５ 嘱託員は、新たに第２項の扶養親族の要件を具備するに至ったとき及び扶養親族を変更した場合

は、すみやかに届けなければならない。 

６ 扶養手当の支給開始、停止及び額の改定の月は、それぞれ要件が具備された日又は欠いた日を基

準として次のとおりとする。  

（１）支給開始 具備された日の属する月の翌月（その日が月の初日のときはその日が属する月）

から開始 。 

（２）支給停止 要件を欠いた日の属する月（その日が月の初日のときはその日の属する月の前

月）をもって停止。  

７ 扶養手当の支給を開始又はその支給額を増額して改定する場合において、その届け出がこれに係

る事実が生じた日から 15日を経過した後においてなされたときは、前項の規定にかかわらず、その

届け出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日のときはその日の属する月）から、その

支給を開始又はその支給額を改定する。  

 

第13条 （通勤手当） 

次の各号に掲げる嘱託員に対しては、通勤手当を支給する。  

（１）通勤のため交通機関を利用して、その運賃を負担することを常例とする嘱託員（交通機関を利

用しなければ通勤することが困難であると理事長が認める嘱託員以外の嘱託員であって、交通機

関を利用しないで徒歩により 通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメ－トル未満で

ある者を除く。） 

 （２）通勤のため自転車、原動機付自転車、自動車その他の交通の用具等 （以下「自転車等」とい

う。）を使用することを常例とする嘱託員（自転車等を使用しなければ通勤することが著しく困
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難であると理事長が認める嘱託員以外の嘱託員であって、自転車等を使用しないで徒歩により通

勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメ－トル未満であるものを除く。）  

（３）通勤のため交通機関を利用してその運賃等を負担し、かつ自転車等を使用することを常例とす

る嘱託員（交通機関等を利用し、又は自転車等を使用しなければ通勤することが著しく困難であ

ると理事長が認める嘱託員以外の嘱託員であって、交通機関等を利用せず、かつ自転車等を使用

しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメ－トル未満であるものを

除く。） 

  

第14条（常勤嘱託員の通勤手当の額） 

   通勤に要する運賃の額に相当する額（以下、「運賃等相当額」という。）は、運賃、時間、距離等

の事情に照らし、最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤経路及び方法により算出した運賃

等の額によるものとする。 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる常勤嘱託員の区分に応じて、当該各号に掲げる額とする。 

 （１）前条第１号に掲げる常勤嘱託員 

ア 交通機関等が通勤定期乗車券（これに準ずるものを含む、以下「定期券」という。）を発

行している場合は、当該交通機関の利用区間に係る６カ月定期券の価額（６カ月定期券を発

行していない場合は３カ月定期券の価額に２を乗じて得た額、６カ月定期券及び３カ月定期

券が発行していない場合は、１カ月定期券の価額に６を乗じて得た額。ただし、定期券の額

を月額に換算した額が 50,000円を超えるときは 50,000円に６を乗じて得た額とする。） 

イ 交通機関が定期券を発行していない場合は、当該交通機関の利用区間についてその使用

が最も経済的かつ合理的であると認められる回数乗車券等の通勤 21回分の運賃等の額(そ

の額に一円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額)に６を乗じて得た額。（た

だし、月額の上限額は 50,000円とする。） 

ウ 通勤手当は４月分及び 10月分の給与支給日に支給する。 

（２）前条第２号に掲げる常勤嘱託員 

次に掲げる自転車等の使用距離（片道）に応じた支給月額に６を乗じた額を４月分及び 10

月分の給与支給日に支給する。 

 【自転車等の使用距離（片道）及び支給月額】 

5km 未満      2,000 円  

5km 以上 10km 未満  4,000円  

10km 以上 15km 未満  6,000円  

15km 以上 20km 未満  8,000円  

20km 以上 25km 未満 10,000円 

25km 以上 30km 未満 12,000 円 

30km 以上 35km 未満 14,000 円  

35km 以上 40km 未満 16,000 円 

40km 以上      20,000 円 

 

（３）前条第３号に掲げる常勤嘱託員 
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第１号又は第２号に定める交通機関の運賃及び前号に掲げる額の合計額を４月分及び 10月

分の給与支給日に支給する。（ただし、合計額を月額に換算した額が 50,000円を超えるとき

は 50,000円に６を乗じて得た額とする。） 

２ 常勤嘱託員は、新たに前条の要件を具備するに至ったとき及び住居、通勤経路又は通勤方法等を

変更した場合は、すみやかに届けなければならない。 

３ 通勤手当の支給開始、停止及び額の改定の月は、それぞれ要件が具備された日又は欠いた日を基

準として次のとおりとする。  

（１）支給開始 具備された日の属する月の翌月（その日が月の初日のときはその日の属する月）         

から開始。ただし、月の途中に新たに採用された職員については、具備された日

の属する月は１カ月定期券の価額と１日当たりの運賃等相当額に要勤務日数を乗

じて得た額とを比較して低廉な額を支給する。 

（２）支給停止 要件を欠いた日の属する月（その日が月の初日のときはその日の属する月の前

月）をもって停止  

（３）額の改定 具備された日の属する月の翌月（その日が月の初日のときはその日の属する月）

から改定  

４ 通勤手当の支給を開始又はその支給額を増額して改定する場合において、その届け出がこれに係

る事実が生じた日から 15 日を経過した後においてなされたときは、 前項の規定にかかわらず、そ

の届け出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日のときはその日の属する月）から、そ

の支給を開始又はその支給額を改定する。  

５ 嘱託員が在宅勤務、休職、出張、休暇、欠勤、育児休業その他の事由により月の初日から末日ま

での期間の全日数にわたって勤務しないこととなるときは、その月の通勤手当は支給しない。  

６  前各項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手当の支給に関

し必要な事項は、理事長が定める。 

 

第15条（非常勤嘱託員及び臨時嘱託員の通勤手当の額） 

  通勤手当の額は、次の各号に掲げる非常勤嘱託員及び臨時嘱託員の区分に応じて、当該各号に掲

げる額とする。 

 （１）第 13条第１号に掲げる非常勤嘱託員及び臨時嘱託員 

当該交通機関の利用区間についてその使用が最も経済的かつ合理的であると認められる運賃

等の日額（ただし、3,500円を超えるときは 3,500円とする。）に勤務日数を乗じて得た額を

毎月の賃金支給日に支給する。 

（２）第 13条第２号に掲げる非常勤嘱託員及び臨時嘱託員 

次に掲げる自転車等の使用距離（片道）に応じた支給日額に勤務日数を乗じて得た額を毎月

の賃金支給日に支給する。 

 【自転車等の使用距離（片道）及び支給日額】 

5km 未満       100円  

5km 以上 10km 未満  200円  

10km 以上 15km 未満  300円  

15km 以上 20km 未満  400円  

20km 以上 25km 未満  500円 

25km 以上 30km 未満  600円 
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30km 以上 35km 未満  700円  

35km 以上 40km 未満  800円 

40km 以上      1,000円 

（３） 第 13条第３号に掲げる非常勤嘱託員及び臨時嘱託員 

第１号に定める交通機関の運賃及び前号に掲げる額の合計額を毎月の賃金支給日に支給す

る。ただし、合計額が日額 3,500円を超えるときは 3,500円とする。 

２ 非常勤嘱託員及び臨時嘱託員は、新たに第 13条の要件を具備するに至ったとき及び住居、通勤経

路又は通勤方法等を変更した場合は、すみやかに届けなければならない。 

３ 通勤手当の支給開始、停止及び額の改定の月は、それぞれ要件が具備された日又は欠いた日を基

準として次のとおりとする。  

（１）支給開始 具備された日の属する月から開始 

（２）支給停止 要件を欠いた日の属する月（その日が月の初日のときはその日の属する月の前月）

をもって停止  

（３）額の改定 具備された日の属する月の翌月（その日が月の初日のときはその日の属する月）か

ら改定 

４ 通勤手当の支給を開始又はその支給額を増額して改定する場合において、その届け出がこれに係

る事実が生じた日から 15 日を経過した後においてなされたときは、 前項の規定にかかわらず、そ

の届け出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日のときはその日の属する月）から、そ

の支給を開始又はその支給額を改定する。  

５ 前各項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手当の支給に関し

必要な事項は、理事長が定める。 

 

第 16条（時間外勤務手当） 

業務命令により、所定勤務時間を超える時間勤務をしたときは、時間外勤務手当を次のとおり支

給する。 

①所定労働時間を超え法定労働時間まで 

１時間あたりの算定基礎額に１．００を乗じた額 

②法定労働時間を超えたとき 

   １時間あたりの算定基礎額に１．２５を乗じた額 

③深夜勤務手当（２２時から５時までの間に勤務した場合の加算） 

１時間あたりの算定基礎額に０．２５を乗じた額 

④法定休日出勤手当（法定休日に勤務した場合） 

１時間あたりの算定基礎額に１．３５を乗じた額 

 

２ 管理職手当を支給される嘱託員については、前項③に規定する深夜勤務手当を除く時間外勤務手

当を支給しない。 

 

第 17条（算定基礎額） 

１時間あたりの算定基礎額は、次のとおりとする。 
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① 月給制          

  月給額    

月平均勤務時間  

 

② 日給制  

     日給額     

１日の所定勤務時間 

 

③ 時給制 

時給額 

 

第 18条（欠勤･遅刻等の日割･時間割計算方法） 

嘱託員が賃金計算期間の途中で、欠勤、遅刻及び早退等したときは、特に定める以外、日割又は

時間割計算により算定した金額を控除して支給する。 

      

 ①月給制 ：日割計算方法 

基本給 
× 日数 

その月の所定勤務日数 

        

  ：時間割計算方法 

基本給 
× 時間 

その月の所定勤務時間 

 

②日給制及び時給制 

  ：日割計算方法       

     ・日給制 基本日給  × 日数      

         ・時給制 基本時給×所定勤務時間 × 日数 

 

      ：時間割計算方法           

     ・日給制 基本日給÷所定勤務時間 × 時間数   

     ・時給制 基本時給 × 時間数 

 

第 19条（端数処理） 

時間外勤務の超過労働時間を計算する場合は、賃金計算期間の合計で３０分未満の端数があると

きはこれを切り捨て、３０分以上１時間未満の端数は１時間に切り上げて計算する。 

２  日割計算及び時間割計算並びに時間外勤務手当等の計算で、円未満の端数が生じたときの取り扱

いは、次のとおりとする。 

①支給時：切り上げて計算 

②控除時：切り捨てて計算 
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第 20条（賞与） 

嘱託員に対しては、賞与は支給しない。 

 

第 21条（退職手当） 

嘱託員に対しては、退職手当は支給しない。 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は令和３年４月１日から施行する。 

 

２（賃金の減額措置） 

第６条第３項の規定より令和３年度の給与を次のとおり減額する。 

（１） 基本給     事務局次長の職にある者 20％減額。その他の職にある者５％減額。 

（２） 管理職手当   20％減額。  

（３） 時間外勤務手当 減額後の報酬額に基づく時間単価とする。 

 

附 則 

本規程の施行に伴い、一般財団法人大阪労働協会嘱託員報酬規程は廃止する。 
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別表 1 
◇嘱託員報酬月額表（週 40時間勤務）  

職名 コーディネーター チーム長（主任） 
グループ長 

（マネージャー） 

職務の等級 報酬月額 報酬月額 報酬月額 

  円 円 円 

1 200,000 250,000 320,000 

2 210,000 255,000 325,000 

3 220,000 260,000 330,000 

4 230,000 265,000 335,000 

5 240,000 270,000 340,000 

6 245,000 275,000 345,000 

7 250,000 280,000 350,000 

8 255,000 285,000 355,000 

9 260,000 290,000 360,000 

10 ― 295,000 365,000 

11 ― 300,000 370,000 

12 ― 305,000 375,000 

13 ― 310,000 380,000 

14 ― 315,000 ― 

15 ― 320,000 ― 

16 ― 325,000 ― 

17 ― 330,000 ― 

18 ― 335,000 ― 

19 ― 340,000 ― 
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別表２ 
◇嘱託員報酬日額表   

職名 コーディネーター チーム長（主任） 
グループ長 

（マネージャー） 

職務の等級 報酬日額 報酬日額 報酬日額 

  円 円 円 

1 10,000 12,500 16,000 

2 10,500 12,800 16,300 

3 11,000 13,000 16,500 

4 11,500 13,300 16,800 

5 12,000 13,500 17,000 

6 12,300 13,800 17,300 

7 12,500 14,000 17,500 

8 12,800 14,300 17,800 

9 13,000 14,500 18,000 

10 ― 14,800 18,300 

11 ― 15,000 18,500 

12 ― 15,300 18,800 

13 ― 15,500 19,000 

14 ― 15,800 ― 

15 ― 16,000 ― 

※報酬日額は報酬月額を 20日で除した金額とする。（100円未満の端数は切り上げ） 

 
 
別表３ 
◇臨時嘱託員賃金時間単価   

事務補助員 １，０００円 
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嘱託員昇給基準 
 

 「一般財団法人大阪労働協会嘱託員の賃金に関する規程」第６条に定める人事評価を反映した嘱託

員の昇給基準について、以下のとおり定める。 

 

第１条 嘱託員（嘱託員就業規則第 43 条第２項に規定する再雇用嘱託員を除く）の昇給について、前

年度の勤務成績評価区分により次に定める上位の等級に昇給させる。 

 

・評価区分により昇給する等級（令和３年度昇給分から実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２条 前条の規定に関わらず勤務成績評価区分がＢ評価以上のコーディネーター４級以下の嘱託員

については、コーディネーター５級に到達するまでの間、毎年度１等級昇給させる。 

 

第３条 年度の中途採用者の昇給については、前歴、勤務実態を勘案し、理事長が決定する。 

 

第４条 理事長は、前３条の規定に関わらず大幅な業績悪化が見込まれる場合は昇給を延伸又は停止

することがある。 

 

（附則） 

  この基準は、令和３年４月１日から適用する。 

 

 

 

評価 昇給する等級 

Ｓ ２等級 

Ａ １等級 

Ｂ １等級 

Ｃ 昇給なし 

Ｄ 昇給なし 









































一般財団法人大阪労働協会 

特定個人情報等取扱規程 
 

第１条（目的） 

この規程は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（以下「番号法」という）及び特定個人情報保護委員会が定める「特定個人情報の適正な取

扱いに関するガイドライン（事業者編）」に基づき、一般財団法人大阪労働協会（以下「協

会」という）における個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という）の取扱

いについて定めたものである。 

 

第２条（定義） 

この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）個人情報 

生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記 

述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することが

でき、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。 

（２）個人番号 

住民票コードを変換して得られる番号であって、当該住民票コードが記載された住民

票に係る者を識別するために指定されるものをいう。 

（３）特定個人情報 

個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いられる番号、記号その他の

符号であって、住民票コード以外のものを含む。番号法第７条第１項及び第２項、第８条

並びに第 67 条並びに附則第３条第１項から第３項まで及び第５項を除く。）をその内容

に含む個人情報をいう。 

（４）個人番号利用事務 

行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行政事務を処理する者が番号法第９

条第１項又は第２項の規定によりその保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報

を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番号を利用して処理する事務

をいう。 

（５）個人番号関係事務 

番号法第９条第３項の規定により個人番号利用事務に関して行われる他人の個人番号

を必要な限度で利用して行う事務をいう。 

（６）個人番号関係事務実施者 

個人番号関係事務を処理する者及び個人番号関係事務の全部又は一部の委託を受けた

者をいう。 

（７）通知カード 

平成 27年 10月以降、市区町村から住民票の住所に送付され、本人の氏名、住所、生年

月日、性別、個人番号が記載される紙製のカードをいう。 



（８）個人番号カード 

氏名、住所、生年月日、性別、個人番号その他政令で定める事項が記載され、本人の写

真が表示され、かつ、これらの事項その他総務省令で定める事項（以下「カード記録事項」

という。）が電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって認識するこ

とができない方法をいう。）により記録されたプラスチック製の IC チップ付カードをい

う。 

 

第３条（取扱い業務の範囲） 

 協会が取扱う特定個人情報等は、原則として以下のとおりとする。 

（１）職員の所得税法等の税務関連の届け出事務 

（２）社会保険及び労働保険関連の届け出事務 

（３）報酬・料金等の支払調書作成事務 

（４）不動産の使用料等の支払調書作成事務 

（５）上記に付随する行政機関への届け出事務 

 

第４条（収集の制限） 

 協会は、第３条に定める事務の範囲を超えて特定個人情報等を収集してはならない。 

 

第５条（組織体制） 

 特定個人情報等の取扱いについての組織体制は、以下のとおりとする。なお、退職や異動

等によって担当が変更となった場合には、確実な引継ぎを行い上長等がその状況を確認し

なければならない。 

特定個人情報等の取扱いに関する統括責任者（全体統括） 専務理事兼事務局長 

運用責任者兼安全管理対策責任者 事務局次長兼総務部長 

事務取扱担当者 
総務部職員 

（責任者は総務部部長補佐） 

特定個人情報等取扱業務に関する内部監査担当者 理事兼事務局次長 

 

第６条（守秘義務） 

特定個人情報等を取り扱うすべての者は、徹底した守秘義務の中で業務を遂行しなけれ

ばならない。 

 

第７条（法令等の遵守） 

 協会は、番号法及び特定個人情報保護委員会が定めた「特定個人情報の適正な取扱いに関



するガイドライン（事業者編）」を遵守して運用をする。 

 

第８条（責任者の役割） 

 各責任者の役割は、以下のとおりとする。 

特定個人情報等の取扱いに関する統括責任者 

運用責任者及び安全管理責任者を監督

し、特定個人情報等の取扱い等につい

てのすべての最終的な責任を負う 

運用責任者兼安全管理対策責任者 

職員への教育や啓発、更には安定的な

継続運用のための企画、管理等を行う

役割を担うとともに、システム及び物

理的な対策を講じて情報が漏えいする

ことがないような体制を整える役割を

担う。 

 

第９条（情報漏えい対応策） 

１．各責任者及び事務取扱担当者は、情報漏えい発生時またはその可能性が疑われる場合に

は、速やかに所属長及び運用責任者に報告をするとともに漏えいの拡大を阻止するよう

に対策を講じなければならない。 

２．各責任者は、情報漏えい発生時またはその可能性が疑われる場合には、速やかにその原

因を究明して理事長に報告をしなければならない。 

３．統括責任者及び運用責任者は、情報漏えい時には関係官庁への連絡を行なうとともに速

やかに原因や再発防止策を公表しなければならない。 

４．運用責任者は、情報漏えい時には、影響を受ける可能性がある本人への連絡を速やかに

行わなければならない。 

５．協会は必要に応じて、外部の機関等より監査を受ける等の対策を講じることがある。 

 

第 10条（特定個人情報ファイル作成の制限） 

 個人番号を取扱う者は、法令に基づき行う事務手続きに限って、特定個人情報に関するフ

ァイルを作成することができ、これらの場合を除いて特定個人情報ファイルを作成しては

ならない。 

 

第 11条（個人番号の提供の要求） 

 協会は、個人番号関係事務を行うために、本人または他の個人番号関係事務実施者に対し

て、個人番号の提供を求めることができる。 

 

第 12条（第三者提供の停止） 

 特定個人情報が違法に第三者に提供されていることを知った本人からその提供の停止を

求められた場合であって、その求めに理由があることが判明したときには、第三者への提供



を停止しなければならない。 

 

第 13条（取得） 

１．事務取扱担当者は、特定個人情報等の提供を受けるにあたっては、その写しを紙によっ

て受領しなければならない。ただし、オンライン環境によってその受領の必要性がない場

合には、その限りではない。 

２．事務取扱担当者は、通知カード及び個人番号カードの原本を受領してはならない。 

３．事務取扱担当者は、通知カード及び個人番号カードを撮影してはならない。ただし、安

全管理対策責任者が特別に認めた機器があれば、その機器によってのみ撮影をすること

ができる。 

４．前項において、職員以外の対象者から特定個人情報等の提供を受ける場合には、協会所

定の用紙（利用目的の通知及び提供同意書）に署名をもらわなければならない。 

５．事務取扱担当者は、提出された特定個人情報等の写しを速やかに情報システムに入力し、

その写しは速やかにシュレッダーにて裁断処分をしなければならない。 

６．事務取扱担当者は、情報システムに入力をした特定個人情報等の確認のために印刷をし

てはならない。 

 

第 14条（本人確認） 

 事務取扱担当者は、前条による取得に当たっては、番号法第 16条の定めにより個人番号

所有者の番号確認及び身元確認を行うものとする。 

 

第 15条（利用） 

１．取扱い事務担当者は、情報システムを利用して第３条に定める事項について申告書や申

請書等を作成することができる。 

２．前項の申告書や申請書等は、行政機関等への提出分につき印刷をすることができる。 

３．情報システムの利用にあたっては、安全管理対策責任者の指示による方法でしか利用す

ることができない。 

４．事務取扱担当者は、行政機関への提出及び調査等の場合に限り、運用責任者の許可を得

て、特定個人情報等を施設外に持出すことができる。この場合、紙媒体の資料のみ許可し、

デジタル媒体による持出しはできない。 

５．前項の場合、オンライン上で行う場合には、安全管理対策責任者が定めた手順によって

行うものとする。 

６．安全管理対策責任者は、行政機関等への申請その他の利用状況につき、事務取扱担当者

のパソコン等の機器をモニタリングすることができる。事務取扱担当者は、モニタリング

を拒否することはできない。 

７．特定個人情報等の利用にあたっては、如何なる場合であってもＦＡＸによる送受信は行

ってはならない。 

 



第 16条（保存） 

１．特定個人情報等は、それが記載された書類等に係る関係法令に定める期間保存をする。 

２．紙媒体の特定個人情報等が記載された資料は、鍵付きのキャビネットに保管する等の方

法により管理をする。なお、この鍵は、運用責任者兼安全管理対策責任者及び運用責任者

兼安全管理対策責任者が指定する事務取扱担当者１名のみが所持することができ、原則

として午前８時 45分に開錠し、午後５時 30分に施錠をする。 

３．運用責任者兼安全管理対策責任者が指定する事務取扱担当者１名は総務部部長補佐と

する。 

４．特定個人情報等は、その情報がデジタル情報による場合には、情報システム等の安全管

理対策責任者が定めたパソコン等によってのみ保存することができ、ネットワーク上の

共有フォルダ等に保存してはならない。 

 

第 17条（提供） 

１．特定個人情報等は、関係法令により必要な場合においてのみ関係行政官庁へ提供するこ

とができる。 

２．前項の提供にあたっては、簡易書留の利用等の方法により、厳重な管理方法によって提

供を行わなければならない。 

 

第 18条（削除・廃棄） 

１．特定個人情報等は、関係法令により定められた保存期間を超えた場合に削除・廃棄を行

うものとする。 

２．特定個人情報等の紙媒体の廃棄にあたっては、運送会社による機密文書リサイクルサー

ビスまたは同等のサービスを利用するものとし、利用後には「溶解処理証明書」等適切に

処分した旨を証する書類を受領しなければならない。 

３．デジタル情報によるデータの削除については、安全管理対策責任者の指示によって処理

をするものとし、事務取扱担当者が自己の判断によって削除をしてはならない。 

４．特定個人情報等を取扱ったパソコンを処分する場合は、適切な業者により粉砕処理を施

さなければならない。この場合、事後に適切に処分した旨を証する書類を受領しなければ

ならない。 

 

第 19条（組織的安全管理措置） 

 協会は、組織的安全管理措置を講じるために以下を実施する。 

（１）情報漏えい等の事案発生時には、昼夜を問わず運用責任者兼安全管理対策責任者に連

絡することができるように当該連絡先等を組織内において公開する。 

（２）適宜、情報漏えい事故対策訓練を実施する。 

（３）内部監査担当者による運用及び安全管理対策の監査を不定期に実施する。 

（４）情報システムで特定個人情報ファイルを取り扱う際は、情報システムのアクセスログ

を記録する。 



（５）事務取扱担当者は、特定個人情報を取得、利用、廃棄するときは、その都度記録を残

し、運用責任者の確認を受けるものとする。 

（６）前号に規定する記録は、特定個人情報取得対象者ごとに作成するものとし、個人番号

及び特定個人情報等を記録しないものとする。 

 

第 20条（人的安全管理措置） 

 協会は、人的安全管理措置を講じるために以下の措置を実施する。 

（１）職員に対して特定個人情報等の取扱いに関する留意事項等の周知を実施する。 

（２）職員に対して特定個人情報等の取扱いに関する留意事項等について、個人情報保護研

修と併せて研修を実施する。 

（３）特定個人情報等の取扱いに関する留意事項等について、職員に対して研修を実施する。 

（４）特定個人情報等についての秘密保持については、就業規則においても明確化し、その

ルールを周知する。 

 

第 21条（物理的安全管理措置） 

 協会は、物理的安全管理措置を講じるために以下の措置を実施する。 

（１）特定個人情報等を取扱うパソコンはセキュリティ対策を講じる。 

（２）特定個人情報等の取扱いについて、作業の秘匿性を確保する対策を講じる。 

（３）特定個人情報等を取扱うパソコン及び特定個人情報等が含まれた書類は、施錠できる

キャビネットに格納して施錠管理する。 

 

第 22条（技術的安全管理措置） 

 協会は、技術的安全管理措置を講じるために以下の措置を実施する。 

（１）システムへのアクセスは、アクセスすることができる担当者を限定し、そのアクセス

状況を記録する。 

（２）情報システムと外部ネットワークとの接続箇所にファイアウォールを設置し、不正ア

クセスを遮断する。 

（３）情報システムへのログインにあたってのパスワードは、定期的に変更・更新をする。 

 

第 23条（特定個人情報等の取扱い委託） 

協会は、特定個人情報等の取扱いについて、外部業者等に委託をすることができる。この

場合、理事長の承認を得なければならない。 

２ 前項における外部業者等に委託をする場合は、協会は、委託先が組織的・人的・物理的・

技術的な安全管理措置を講じることを定めた覚書等を委託先と締結しなければ委託をし

てはならない。 

 

第 24条（特定個人情報等の取扱い再委託） 

 委託先は、特定個人情報等を取扱う業務を再委託することはできない。 



第 25条（事務取扱い担当者への監督） 

運用責任者兼安全管理対策責任者は、事務取扱担当者に対しての管理及び監督をするも

のとし、運用方法について情報漏えいの可能性がある場合には、是正に向けて指図をしなけ

ればならない。 

 

第 26条（苦情や相談等の対応） 

 特定個人情報等の取扱いについての苦情や相談等について、運用責任者が対応する。 

 

第 27条（違反時の対応） 

 この規程に違反する行為がみられた場合には、就業規則に基づき処分等を科すことがあ

る。 

 

第 28条（委任） 

 協会は、この規程の施行について必要な事項は、理事長が定める。 

 

 

附  則 

この規則は平成 28年１月１日から施行する。 

 

附  則 

この規則は平成 28年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この規則は令和元年８月１日から施行する。 
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一般財団法人大阪労働協会 

役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程 

 

 

（目的） 

第 1条 この規程は、一般財団法人大阪労働協会（以下「この法人」という）定款第 12条

及び第 27条の規定に基づき、役員及び評議員の報酬等並びに費用に関し必要な事項を定

めることを目的とし、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」（平成 18年法律第

48号）の規定に照らし、妥当性と透明性の確保を図ることとする。 

 

（定義等） 

第 2条 この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（1） 役員とは、理事及び監事をいう。 

（2） 常勤役員とは、役員のうち、当財団を主たる勤務場所とする者をいう。 

（3） 非常勤の役員とは、役員のうち、常勤役員以外の者をいう。 

（4） 評議員とは、定款第 9条に基づき置かれる者をいう。 

（5） 報酬とは、職務遂行の対価として受ける財産上の利益であって、その如何を問わな

い。費用とは明確に区別するものとする。 

（6） 費用とは、職務遂行に伴い発生する交通費、旅費（宿泊費を含む。）等の経費をいい、

報酬とは明確に区分する。 

 

（報酬等の支給） 

第 3 条 この法人は、理事長及び常勤役員及び監事に対して、職務遂行の対価として報酬

等を支給することができる。 

2 前項の報酬等の内、理事長及び常勤役員については、年間総額 2,000万円の範囲内とし、

理事長及び常勤役員の報酬等の額については、理事長が理事会の承認を得て決定するも

のとする。 

3 第 1 項の規定に基づく報酬等の内、監事については、年間総額 20 万円の範囲内とし、

各監事の報酬等の額については、監事の協議により決定するものとする。 

4 役員及び評議員には賞与及び退職手当を支給しない。ただし、常勤役員が使用人を兼ね

ている場合には、職員の例に準じて賞与及び退職金を支給することができる。 

 

（報酬等の支給方法等） 

第 4 条 理事長及び常勤役員及び監事に対する報酬等の支給の日、方法及び報酬より控除

する額等に関する詳細は、この法人の「職員の給料、手当等に関する規程」に準じる。 
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（費用） 

第 5 条 この法人は、役員及び評議員がその職務執行にあたって負担し又は、負担した費

用については、遅滞なく支払うものとし、また前払いを要するものについては、前もっ

て支払うことができる。 

 

（通勤費） 

第 6 条 理事長及び常勤役員には、通勤に要する交通費を、その通勤の実態に応じて、職

員の例に準じて支給する。ただし、非常勤の役員若しくは評議員が理事会若しくは評議

員会等の業務に出席する場合には、通勤費として定額１万円を支給する。 

 

（改廃） 

第 7条 この規程の改廃は、評議員会の決議により行う。 

 

（委任） 

第 8条 この規程に定めるもののほか、その実施に関して必要な事項は、理事長が定める。 

 

 

附則 

 

1 この規程は、この法人の設立登記の日（平成 25年 4月 1日）から施行する。 

2 この規程の施行に伴い、「財団法人大阪労働協会役員の報酬等に関する規程」はその効

力を失う。 
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監事の報酬額の決定について 

 

標題の件に関して、「役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する規程」第３条第３項

に基づき、監事２名が協議を行った結果、下記のとおりである。 

この結果を証するため、この書面３通を作成し、各監事及び理事長が記名押印し、各

自保有する。 

 

記 

  

 １ 監事の報酬は、日額 30,000円とする。ただし、一般財団法人大阪労働協会の事務所

において、定款第 24条に規定する監査報告書作成のための業務に従事した場合に限る。 

 ２ これとは別に業務遂行に当たって必要となった費用については、監事の請求に基づ

き支払う。ただし、上記１の業務に従事した場合には、評議員及び理事の例に倣い交

通費１万円を支払うこととする。 

３ この協議事項は、平成 29年６月 28日から適用する。 

 

以上 

 

平成 29年６月 28日 

 

 

 

       監 事               

 

 

 

監 事               

 

 

 

理事長               














